
ふくしまICTデータ利活用社会推進アクションプラン2019の実施結果について

情報政策課

１ 実施事業項目 １０８

２ 目標達成項目 ９３（目標達成＋計画どおり実施）

３ 達成項目の割合 ８６．１％

全体の８割以上の項目において目標達成（計画どおり実施）しており、特に教育や防災分野

において「ふくしまSociety5.0」の実現に向けた取組が着々と進んでいる（アクションプラン

2019の施策展開方向毎の結果は以下のとおり）。

今年度については、新型コロナウイルス禍で社会生活に大きな影響が出ているが、感染拡大

防止のための「新しい生活様式」の定着や経済活動再生のためにはICTの利活用がますます重

要となることから、昨年度策定したアクションプラン2020について、WITHコロナ時代に適応し

た内容への見直しを検討する。

（参考）施策展開方向毎の結果のポイント

１ 復興の推進（東日本大震災・原子力災害からの復興推進のためのICT活用）

⇒実施事業項目１２ 目標達成項目９ （達成項目の割合75.0％）

・情報発信事業、研究・技術開発事業、アーカイブ拠点整備事業など、各事業とも概ね計画

どおり実施された。

・特に情報発信事業においてインスタグラムフォロワー数や YouYube 再生回数等が目標値
を大きく上回り、ふくしまの魅力が広くPRされた。

・アプリを利用した帰還支援事業、観光促進事業はやや低調で、昨年１０月の東日本台風等

の影響により、携帯電話通話エリア化の一部が未達成となっている。

２ 安全・安心、健康なくらし（ICTを活用した安全・安心、健康なくらしの実現）

⇒実施事業項目３１ 目標達成項目２８（達成項目の割合90.3％）

・Twitter 等による防災・災害情報発信や緊急時のシステム・ネットワークの適切な管理・
運用により、県民の安全なくらしに寄与した。

・昨年１０月の東日本台風等の影響により、防災啓発事業の一部が未達成となった。

３ 産業振興・地域活性化（ICTを活用した産業振興、働きやすい環境づくり）

⇒実施事業項目１８ 目標達成項目１４（達成項目の割合77.8％）

・中小企業に対する融資や設備貸与、専門家による助言等の支援の実施により、県内の情報

産業の発展に寄与した。

・黎明期の企業が多い ICT関連企業の立地や雇用については一部未達成となっている。
４ 教育・ICT人材育成（県民一人一人に対するICT活用教育の充実）

⇒実施事業項目１０ 目標達成項目１０（達成項目の割合100％）

・県立学校における ICT環境の整備や授業への活用を推進し、教育の充実を図った。
・研修事業などにより AI.ICT活用人材や女性プログラマー育成が進んだ。

５ 電子自治体（官民データやICTを活用した行政サービスの提供）

実施事業項目３７ 目標達成項目３２（達成項目の割合86.5％）

・建設業管理、財務会計、税務等の各システムを適切に管理・運用し､円滑な行政サービス

の提供を図った。

・電子入札・電子閲覧システムの運営、オープンデータの推進等に関しては、目標値に達し

なかった。





整理
番号

新
規

施策（事業）名称 取組概要 指標・目標 目標の達成度 R元年度の取組実績・成果等
部局等名
担当課

1
インターネッ
ト広報広聴事
業

　職員を対象とした研修会を開催
し、閲覧者に見やすく分かりやすい
ホームページとする。また、ホーム
ページのコンテンツについての保守
管理を行う。

　職員を対象としたCMS研修（12
回／年）の開催。

目標達成

　県公式HPのコンテンツについ
て、CMS操作研修会を実施し、担
当職員のスキルアップを図った。
　研修会開催回数：12回

総務部
広報課

2

チャレンジふ
くしま戦略的
情報発信事業
（ふくしまか
らはじめよ
う。情報発信
プラット
フォーム事
業）

　全国トップクラスのファン数を誇
る本県公式フェイスブックやインス
タグラム、県ポータルサイトを活用
し、ふくしまの「魅力」や「今」と
復興の取組を部局を横断して発信す
る。

　フェイスブックページへの「いい
ね！」数　66,000件
　インスタグラムフォロワー
4,400件

目標達成

・延べいいね数66,455件
・フォロワー数11,696人
（Ｒ２.3末時点）
・海外向け記事年1１回、企画記事
年13回投稿
　各部局からの情報を元にふくしま
の魅力や復興の足取りを発信。

総務部
広報課

3

チャレンジふ
くしま戦略的
情報発信事業
（チャレンジ
ふくしま　国
内外発信動画
視聴促進事
業）

　YouTube県公式チャンネルにお
いて、「ふくしまの今」を伝える動
画コンテンツをコミュニケーション
ツールと連動して制作し、併せてよ
り多くの人に視聴してもらうプロ
モーション施策を実施することで、
風評の払拭、風化の防止を図る。ま
た、動画サイトの改善運営をするこ
とで、ユーザビリティの向上を図
る。

　５動画約50万回の視聴回数を目
指す。また、公式チャンネル登録者
数、海外からの視聴回数を５％増加
させる。

目標達成

・5作品を制作し公開。
・公開した作品で、YouTube広
告、サイト誘引ＰＲプロモーション
を実施。YouTube上の再生回数
110万回強（Ｒ２.3末時点）
・YouTube登録者数：30%増
　・H31.3末時点：7,605人
　・Ｒ２.3末時点：9,852人
・海外からの視聴回数：117%増
　・H31.3末時点：531,325回
　・Ｒ２.3末時点：1,155,307回

総務部
広報課

4

チャレンジふ
くしま戦略的
情報発信事業
（知事による
情報発信強化
基盤整備事
業）

　知事自らによる主要施策の発表や
復興に向けた取組等の発言を、多く
の方が視聴できるYouTube（ユー
チューブ）を用いてライブ（生中
継）配信することで、報道機関を含
めた多くの視聴者に価値ある"生き
た情報"をタイムリーに提供し、本
県発の正確な情報発信を加速させ
る。

　本県の新たな動きや取組等につい
て知事自らが発表・説明する知事定
例記者会見を、国内外にいち早く発
信することで、本県に対する正しい
理解を促進し、風評払拭と風化防止
を図る。

計画どおり
実施

　知事の定例記者会見について、
Youtubeによるライブ配信を実施
し、迅速かつ正確な情報発信を図っ
た。
　配信回数：4５回

総務部
広報課

5 ○

福島ゆかりの
コンテンツに
よる地域活力
創造事業

　本県ゆかりのウルトラマンを活用
し、スマートフォンのＧＰＳ機能や
ＡＲ機能を使用するデジタルスタン
プラリーや連携企画展等を開催する
ほか、コンテンツ関連の人材育成に
取り組む。

　本県ゆかりの特撮やアニメ等のコ
ンテンツを地域の宝として見直す機
運を醸成しつつ、これを有効に活用
しながら福島県全域の活力創出を図
るとともに、市町村や関係団体と連
携してコンテンツ分野の人材の育成
及びコンテンツを通じた人材の育成
を推進する。

計画どおり
実施

　ウルトラマン等の登場するアプリ
を活用したスタンプラリーを実施す
ることにより、県内外からの「人の
流れ」を創るとともに、本県のイ
メージ向上を図った。
・スタンプラリー実施箇所数：県内
7方部33箇所（12コース）
・アプリダウンロード件数：
12,351件

企画調整部
地域政策課

6
帰還支援アプ
リ利用推進事
業

　県外避難者に対し、県外で開催さ
れる説明会等の情報を避難先に応じ
て伝達するために必要な機能の拡充
を行い、避難者に対し、引き続き帰
還の判断に必要となる情報を提供す
る。

　避難者へ年3回、定期的に帰還の
判断に必要となる情報を提供するた
め、関係各課、各市町村、NPO等
と連携し、情報の充実に努める。

　目標年3回
の情報提供に
対し、１回実

施

・本アプリの活用に関する意向調査
を市町村に対して行った。結果、継
続活用の意向を示したのは14市町
村であった。
・市町村からの依頼に基づき、掲載
内容の更新を行った（１回8件）。

企画調整部
情報政策課

ふくしまＩＣＴデータ利活用社会推進
アクションプラン2019の実施結果について

１　復興の推進　　※目標の達成度：目標値を設定し達成した場合「目標達成」、目標値を設定せず計画どおり実施した場合「計画どおり実施」と記載。

【施策の展開方向】

「復興の推進」

「安全・安心、健康なくらし」

「産業振興・地域活性化」

「教育・ICT人材育成」

「電子自治体」

～東日本大震災・原子力災害からの復興の推進にICTを活用～

～ICTを活用し、安全・安心、健康なくらしを実現～

～ICTを活用した産業振興、働きやすい環境づくり～

～県民一人一人がICTを活用できるよう、教育を充実～

～官民データやICTを活用した行政サービスの提供～

「ふくしまＩＣＴデータ利活用社会推進アクションプラン201９」は、「ふくしまICTデータ利活用社会推進プラン」

に基づき、施策の展開方向を具体化するため、年度ごとに各部局等がそれぞれ実施する施策を取りまとめたものであり、

各部局等において指標の達成を目指して積極的な事業の推進を図った。
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整理
番号

新
規

施策（事業）名称 取組概要 指標・目標 目標の達成度 R元年度の取組実績・成果等
部局等名
担当課

7
ARを活用し
た観光交流促
進事業

　深刻な津波被害を受けた浜通りに
対し、風評払拭と震災の風化防止、
被災者支援を図るため、ＡＲコンテ
ンツを運用し、ＡＲを活用した国内
外への情報発信等を行う。

　震災ツーリズムや避難者支援に活
用するARアプリを安定的に運用す
る。
　ダウンロード数　年間７00件

　ダウンロー
ド数年間目標
700件に対
し、実績235
件

・本アプリを用いたモニターツアー
や視察旅行の参加者数の年間実績が
437人となった。
・ふくしまICT未来フェア2019や
ふくしまフェスタinコレド日本橋に
ブース出展して広報を行った。
・令和元年7月に東京事務所や企業
等との包括連携協定に基づく「県政
情報コーナー」等を活用し、郵便局
や県内のイオン各店舗にチラシを設
置した。
・令和2年1月に外国人観光客に向
けた広報を実施するため、本アプリ
に関する英語版ウェブページを公開
した。
　※「モニターツアーや視察旅行の
参加者数」には、ツアーバスや施設
で放映している＜本アプリに掲載中
の動画コンテンツ＞の視聴者数を含
む。

企画調整部
情報政策課

8

環境創造セン
ターホーム
ページ管理運
営事業

　環境創造センターホームページの
管理運営を行うとともに、コンテン
ツの追加、閲覧者の利便性向上のた
めの改修等を行う。

　環境創造センターにおける調査研
究内容・成果、環境放射能モニタリ
ング情報等について、住民ニーズに
応えた分かりやすい形で発信する。

計画どおり
実施

　センターにおける研究内容・成果
や各種モニタリング情報等につい
て、随時速やかにセンターのホーム
ページに掲載し発信した。

生活環境部
環境共生課
（環境創造
センター）

9
産学連携ロ
ボット研究開
発支援事業

　ふくしまロボット産業推進協議会
と連動し、大学等とロボット関連県
内企業との連携による共同研究・技
術開発を促進し、ロボット関連産業
の技術力向上と取引拡大を図る。

・会津大学と県内企業との連携によ
るロボット・ソフトウェア技術やク
ラウドロボティクス技術などの共同
研究・開発を支援する。
・福島ロボットテストフィールドに
おいて、「ロボットデータレポジト
リ」を利用した研究開発を支援す
る。

計画どおり
実施

・会津大学と県内企業との共同研究
開発を支援した。
・会津大学が福島ロボットテスト
フィールドに入居し、「ロボット
データレポジトリ」の研究開発を開
始した。

商工労働部
ロボット産
業推進室

10 ○

農林水産分野
イノベーショ
ン・プロジェ
クト推進事業
（ICT活用に
よる和牛肥育
管理技術開発
事業）

  浜通り地域の畜産業復興に向け、
風評による価格安値の影響を緩和す
るインセンティブを与えるため、全
国に先駆けて肉質向上による福島県
産和牛の価格向上とコスト削減に繋
がる革新的な技術を開発する。

・生体の肉質判断技術の開発
・枝肉評価技術の開発
・牛毎のデータ統合システムの開発
・AIを利用した生体から枝肉の肉質
推定技術の開発

計画どおり
実施

　計画どおり指標・目標に掲げた技
術及びシステムの開発を行った。

農林水産部
農林企画課
農業振興課

11

携帯電話通話
エリア広域
ネットワーク
化事業

　携帯電話の不通話地域を解消する
ため、携帯電話等の基地局施設（鉄
塔、無線設備等）の整備を実施する
市町村に補助金を交付する。

（現年）3村4地区を整備予定
（繰越）2市町6地区を整備予定

　整備予定10
地区に対し、
5地区整備完
了

・国道１１４号線沿線の帰還困難区
域で、H30年度２地区に加え、新た
に３地区を整備した。
・ほかに原子力被災地域で１地区を
整備。
・R2年度に向け原子力被災地域の
道路案件などを準備。

企画調整部
情報政策課

12
アーカイブ拠
点施設整備事
業

　東日本大震災・原子力災害の福島
の記憶を後世に継承するとともに、
福島の復興を広く発信するため、施
設内に展示する展示物の製作を委託
する。

・収集資料のデジタルデータ化の推
進
・タッチパネルコンテンツや情報端
末等の設置によるICTの活用

計画どおり
実施

　R2.2月までの収集資料について
デジタルデータ化完了。今年度も資
料収集と並行してデジタルデータ化
を推進するとともに、展示物の製作
を行う。

企画調整部
生涯学習課

整理
番号

新
規

施策（事業）名称 取組概要 指標・目標 目標の達成度 R元年度の取組実績・成果等
部局等名
担当課

1
ツイッターに
よる防災・災
害等情報発信

　県民に迅速かつ正確に防災・災
害、大気汚染等情報を伝達するた
め、ツイッターで防災・災害等情報
を発信する。

　投稿は情報確認後速やかに行い、
緊急を要する場合は、情報確認後
10分以内を目標に行う。

計画どおり
実施

　気象情報、地震情報（震度４以
上）や被害状況即報の公表等、県民
に迅速かつ正確な情報発信を実施し
た。

総務部
広報課

災害対策課
土木企画課
水・大気環

境課

2

福島県全国瞬
時警報システ
ム（Ｊ－ＡＬ
ＥＲＴ）

　総務省消防庁が運用する「全国瞬
時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲ
Ｔ）」から衛星回線及び地上回線で
配信される緊急情報を受信し、早急
に警戒配備等の体制をとる。

　全国一斉情報伝達訓練（年４回）
及び緊急地速報訓練（年２回）など
を通じ、Ｊアラートが常に自動起動
するよう機器の動作確認等を徹底
し、システムの安定的な運用に努め
る。

計画どおり
実施

　実際に稼働する事案は無かった
が、試験等の実施により機器の作動
確認を行った。

危機管理部
危機管理課

3

緊急情報ネッ
トワークシス
テム（Ｅｍ－
Ｎｅｔ）

　内閣官房（官邸）が運用する「緊
急情報ネットワークシステム（Ｅｍ
－Ｎｅｔ）」からの緊急情報を受信
し、早急に対応等の検討を図る。

　導通試験（毎月１回）及び負荷試
験（年１回）を通じ、Em-Netが常
に正常起動するよう動作確認等を徹
底し、システムの安定的な運用に努
める。

計画どおり
実施

　実際に稼働する事案は無かった
が、試験等の実施により、緊急情報
の受信方法等につき習熟を図った。

危機管理部
危機管理課

2　安全・安心、健康なくらし

2



整理
番号

新
規

施策（事業）名称 取組概要 指標・目標 目標の達成度 R元年度の取組実績・成果等
部局等名
担当課

4

武力攻撃事態
等における安
否情報収集・
提供システム
（安否情報シ
ステム）

　武力攻撃事態等における国民の保
護のための措置に関する法律に基づ
く安否情報の収集及び提供等に関す
る事務を円滑かつ効率的に処理す
る。

　全国一斉訓練（年２回）及び月次
訓練（年１０回）を通じて多くの職
員がシステムの操作方法を熟知する
ことにより、武力攻撃事態等が発生
した場合に迅速に安否情報の収集及
び提供が可能となるよう努める。

計画どおり
実施

　実際に稼働する事案は無かった
が、訓練等の実施により、システム
の習熟を図った。

危機管理部
危機管理課

5 〇

そなえるふく
しま防災事業
（防災広報事
業）

　防災専用のホームページを開設

　県政世論調査における次項目の意
識調査結果の割合（「はい」・どち
らかといえば「はい」の合計）
ア.「安心して暮らせる災害に強い地
域と思うか」６５．０％
（H30:61.9%）

　目標65.0％
に対し、
57.9％

　防災や災害情報を一元化したふく
しまぼうさいウェブを開設し、県民
への周知を図った。

危機管理部
危機管理課

6 〇

そなえるふく
しま防災事業
（そなえるふ
くしま映像制
作事業）

　危機管理センター見学者向けに、
タブレットを活用したクイズ等を作
成

　危機管理センター見学者数2,000
人

　目標2,000
人に対し、
1,157人

　令和元年東日本台風の影響もあ
り、目標値には到達していないが、
クイズ等の新規設備を導入し、県民
への防災啓発ツールとして活用を促
した。

危機管理部
危機管理課

7
総合情報通信
ネットワーク

　災害時における通信を確保し、迅
速、的確な情報伝達を行うため、県
庁、出先機関、市町村、消防本部、
及び防災関係機関を結ぶ総合情報通
信ネットワークを管理・運用し、迅
速、的確な情報の収集・配信を行
う。
　メーカーサポートが終了となる映
像伝送装置等及び老朽化した非常電
源用蓄電池の更新整備を行う。

　引き続きシステム等を適切に管
理、運用する。

計画どおり
実施

　適切な管理、運用を実施した。
危機管理部
災害対策課

8
防災事務連絡
システム

　災害時における正確な情報収集、
情報伝達及び情報の共有化を図り、
災害対策活動に役立てるとともに、
緊急性の高い災害情報をテレビやラ
ジオ等を通じて正確かつ迅速に提供
する。

　引き続きシステム等を適切に管
理、運用する。

計画どおり
実施

　適切な管理、運用を実施した。
危機管理部
災害対策課

9
震度情報ネッ
トワーク

　各市町村役場等に設置した計測震
度計をネットワーク化し、震度情報
の迅速な収集を行うとともに、気象
台とのオンライン接続により震度情
報を収集する。

　引き続きシステム等を適切に管
理、運用する。

計画どおり
実施

　適切な管理、運用を実施した。
危機管理部
災害対策課

10
緊急時通信連
絡体制整備

　専用通信回線、テレビ会議システ
ム等により、緊急時における関係市
町村及び国等との連絡手段を確保す
る。

　市町村及び国・関係機関との連絡
手段を確保する。また、市町村役場
の移転等に対応する。

計画どおり
実施

　機器の維持管理を行うとともに、
機器の更新及び専用回線の整備等を
実施した。

危機管理部
原子力安全

対策課

11

原子力災害に
備える情報サ
イトの回収・
保守運用

　原子力災害が発生した場合に備え
事前に確認しておく情報や緊急時に
役立つ情報を収集できるウェブサイ
ト「原子力災害に備える情報サイ
ト」を設置する。

　「原子力災害に備える情報サイ
ト」の情報更新等の改修・保守運用
を行う。

計画どおり
実施

　サイトの運用に必要なシステム等
の保守管理や改修を実施した。

危機管理部
原子力安全

対策課

12
緊急事態対応
システム管理

　モニタリング情報の共有を支援す
るシステム（ラミセス）を整備、運
用する。

　モニタリングポスト等のデータを
リアルタイムに集めて関係者で共有
し、緊急時モニタリング業務の円滑
な実施に資する。

計画どおり
実施

　システム（ラミセス）を整備、運
用し、緊急時を想定した訓練ではシ
ステム（ラミセス）を活用すること
ができた。

危機管理部
放射線監視

室

13
放射線情報公
開事業

　県内各所で測定した放射線値を
ホームページ（福島県放射能測定
マップ）で公開する。

　福島県の現在の正確な状況を、県
内外に発信する。

計画どおり
実施

　ホームページ「福島県放射能測定
マップ」により、地図上へ測定結果
を表示し公開することで、わかりや
すい情報発信に努めた。

危機管理部
放射線監視

室

14
避難者見守り
活動支援事業

　東日本大震災の被災地及び被災地
からの避難者を受け入れている地域
において、相談員を配置するなど、
タブレット端末を活用した情報共
有、地域の支援体制の構築、被災者
等のニーズ把握及び孤立防止のため
の支援等を行う。

　タブレット端末を活用し、被災者
等に対して効率的な相談支援活動を
行う。

計画どおり
実施

　社会福祉協議会及び関係機関と連
携し、タブレットを活用し情報共有
を図ることで、避難者の孤立防止や
相談支援、住民同士の交流の場の提
供等、避難者の日常生活を支援する
取り組みを支援することが出来た。
　生活相談支援員配置：１８２名
（H31.4.1現在）

保健福祉部
社会福祉課

15
介護支援ロ
ボット導入促
進事業

　高齢者介護施設等が介護支援ロ
ボットを導入する際に支援を行う。

　介護職員の労働負担の軽減を図る
ほか、県内企業発ロボットの導入・
普及を促進する

計画どおり
実施

　介護支援ロボットを7施設計8台
導入した。また、男女共生センター
での介護支援ロボットの展示や介護
福祉養成校への無償貸与を行い導
入・普及を促進した。

保健福祉部
高齢福祉課

3
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16
うつくしま、
ふくしマップ
HP掲載事業

　高齢者や障がい者、子ども連れの
人等が県内の施設を安心して利用で
きるようにするため、公益的施設の
調査を行い、バリアフリー化された
施設情報をHPに掲載する。

　人にやさしいまちづくりの条例の
周知を図り、やさしいまちづくりを
総合的に推進する。

計画どおり
実施

・ホームページアクセス件数　660
件（H.31.4～R2.2）
・新規掲載施設数　110件
（全登録件数4,357件）

保健福祉部
障がい福祉

課

17
点字即時情報
ネットワーク
事業

　新聞等による最新情報をメール、
点字及び音声により迅速に提供す
る。

　引き続き、新聞等による最新情報
をメール、点字及び音声により迅速
に提供する。

計画どおり
実施

・メールによる提供件数17,434件
・点字による提供件数36件
・音声による提供件数19件

保健福祉部
障がい福祉

課

18
障がい者パソ
コン活用促進
事業

　障がい者の情報障壁の軽減を図る
手段として有効なパソコンの活用促
進を図るため、障がい特性に応じた
パソコン導入のアドバイス及び指導
を行う。

　引き続き、障がい者に対して障が
い特性に応じたパソコン導入のアド
バイス及び指導を行う。

計画どおり
実施

・ボランティア登録数64人
（R2.3.31時点）
・訪問指導実施回数20回（H31.4
～R2.３）

保健福祉部
障がい福祉

課

19
健康長寿ふく
しま推進事業

　県民がいつでも誰でも参加できる
ふくしま健民アプリの活用や市町村
が行う健康づくり事業と連携した
「ふくしま健民パスポート」の発行
に加え、各種健康データを一元化し
た福島県版健康データベースの構築
等や、ＳＮＳ等を利用した普及啓発
事業により、県民が健康で安心して
暮らせるまちづくりを推進する。

　「ふくしま健民アプリ」のダウン
ロード数を増やす働きかけを強化す
る。
平成31年1月23日現在
アプリダウンロード者数：26,686

　目標数：年間12,000ダウンロー
ド

　年間目標
12,000ダウ
ンロードに対
し、令和元年
度実績7,870
ダウンロード
　アプリダウ
ンロード者数
36,295

　各イベント等でアプリのPRを実
施。
　協賛企業や関係団体等と連携した
ミッションの展開を行った。

保健福祉部
健康づくり

推進課

20
感染症危機管
理ネットワー
ク構築事業

　県内医療機関等に対して、緊急時
（新型インフルエンザ等の新たな感
染症発生時）に電子メールで迅速に
情報を提供することにより適切な対
応を講じるため、また、平常時にお
いても定期的に感染症予防等の情報
を掲載したメールマガジンを配信す
ることにより感染症予防対策を徹底
するため、県と県内医療機関等が通
信連携できる危機管理ネットワーク
体制を構築する。

　未登録機関に対する積極的な登録
の働きかけを継続する。
ネットワークの登録率（H 31.1.27
現在）
市町村・保健所　１００％
医療機関　２７．４％
保険薬局　４５．４％

計画どおり
実施

　医療機関、薬局等、ネットワーク
登録機関に対し、週1回（水曜日）
定期的に感染症予防等の情報を配信
した。

保健福祉部
地域医療課

21
医療施設用ロ
ボット等導入
促進事業

　医療施設用ロボット及び先進的診
断装置の無償貸与を行うことで、理
学療法士等のリハビリスタッフの育
成を図るとともに、検証結果の有効
性を医師や医療機関の経営者に説明
することで、導入促進に繋げる。

　医療機関に貸与するロボットの台
数：7台
　医療施設用ロボット等使用者数：
40人

目標達成

　県内の医療機関に対して貸与し、
安全に使用するための講習、スキル
アップ研修を併せて実施した。
　医療機関に貸与したロボットの台
数：13台
　医療施設用ロボット等使用者数：
209人

保健福祉部
地域医療課

22
総合医療情報
システム運営
事業

　円滑かつ迅速な救急患者搬送体制
を確保するため、総合医療情報セン
ターを中心に、県内の救急・へき地
医療関係機関等と搬送機関をオンラ
インで結び、救急医療情報をはじ
め、災害情報、周産期救急医療情
報、医療機関情報、薬局情報の提供
を行う。また、医療機関情報、薬局
情報については県民へ公開する。

　総合医療情報システムへのアクセ
ス件数
1,200,000件（令和５年度）
（第7次福島県医療計画より）

目標達成

　県内の救急医療情報等の収集及び
関係機関への提供を実施した。
　また、医療機関情報、薬局情報を
県民等へ公開した。
　総合医療情報システムへのアクセ
ス件数：1,739,378件（令和元年
度末時点）

保健福祉部
地域医療課

23

ICTを活用し
た地域医療
ネットワーク
の基盤整備事
業

　医療機関及び介護施設における医
療情報連携体制を強化し、医療サー
ビスの向上を図るため、福島県医療
福祉情報ネットワーク協議会が整備
した地域医療情報ネットワーク｢キ
ビタン健康ネット｣の機能強化を図
るとともに、利活用の促進を図る。

　引き続き、地域医療情報ネット
ワーク｢キビタン健康ネット｣の機能
強化を図るとともに、利活用の促進
を図る。

計画どおり
実施

　調剤データ反映機能や画像機能の
強化、ケアネットサービスの更新等
を実施し、ネットワークの機能強
化、利用促進に取り組んだ。

保健福祉部
地域医療課

24
福島看護職ナ
ビ運営事業

　看護学生や就業中の看護職員およ
び求職中の看護資格保持者等の看護
に関わる全ての方を対象とした総合
的な看護支援サービスサイトを運営
することで看護職の県内就業・定着
を支援し、地域医療の復興を図る。

　現役看護職、看護学生及び看護職
を志す学生等に情報提供を行い看護
職の新規就労・離職防止を図り県内
定着を促進する。

計画どおり
実施

　県内各機関の看護職の確保・定着
に関する取り組み（県の取り組み、
各病院の説明会、県内養成所のオー
プンキャンパスの情報等）を掲載し
定期的に更新を行った。
　アクセス数：10,482

保健福祉部
医療人材対

策室

25 ○

福島県産加工
食品の安全・
安心の確保事
業

　HACCPと放射性物質管理の情報
発信を組み合わせた「ふくしま
HACCP」の食品関連施設に対する
導入を促すための支援ツールを開発
する。

　東京オリンピック・パラリンピッ
クの食品関連施設への導入を促し、
事業者が行う取組を国内外へ情報発
信することにより、県産加工食品の
信頼確保及び風評払拭を図る。

計画どおり
実施

　令和２年１月に「ふくしま
HACCPアプリ」を一般公開し、令
和２年３月末時点で、約2,000施設
の登録を確認した。

保健福祉部
食品生活衛

生課

26 〇

保育所等にお
けるICT化推
進事業

　保育所等における業務の効率化を
進め、保育士の事務負担の軽減を図
るため、保育所等のICT化を推進す
る。

　保育所等における業務の効率化を
進め、保育士の事務負担を軽減して
いく。

計画どおり
実施

　ICT化に取り組む施設等の支援
や、ICT化を推進するための研修を
県内３箇所で実施した。

保健福祉部
子育て支援

課

4
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27

インシデント
報告分析支援
システム運用
事業

　県立病院における医療安全対策と
して、インシデント報告の作成、
データ集計、事例分析等を行うた
め、「インシデント報告分析支援シ
ステム」を運用する。

　医療安全の確保、医療事故防止を
図る。

計画どおり
実施

　各病院毎のインシデント・アクシ
デント事例についての報告、分析、
対策等の作業が効率化できた。

病院局
病院経営課

28
河川流域総合
情報システム

　水災害軽減の一翼を担うシステム
で、県内各河川で観測した雨量や水
位情報、河口部のライブカメラ映像
等を、ホームページや携帯電話にリ
アルタイムで住民に対する情報提供
を行う。

　住民等への情報提供に支障を生じ
ないよう適切な維持管理に努める。

計画どおり
実施

　計画どおり運用し、水位等河川情
報の情報配信を行った。

土木部
河川整備課

29
道路管理情報
提供事業

　道路規制情報、雪量情報、道路状
況情報（ライブカメラ画像）等を
ホームページで道路利用者へ情報提
供する。

　システムの運用保守を年間を通じ
て適切に実施し、県民への適切な道
路情報の提供に努める。

計画どおり
実施

　道路規制情報、雪量情報、道路状
況情報等をホームページで道路利用
者に情報提供した。
　道路規制状況と道路状況情報は、
通年提供。
　雪量情報は、１２月から３月の４
か月提供。

土木部
道路管理課

30
土木部ICT推
進事業

　 ICTを活用したモデル工事を行う
とともに、ドローンによる迅速な災
害対応や効率的な施設管理、効果的
な情報発信等を行う。

　ドローン操作に必要な知識・技術
を習得するため操作講習会を開催
し、操縦者等の育成と飛行体制の強
化を図る。

計画どおり
実施

　ドローン講習会によりライセンス
所持者を２３名育成し、災害等の緊
急時における飛行体制を整備した。

土木部
技術管理課

31

交通事故情報
公開システム
による交通事
故情報提供事
業

　県内で発生した交通事故の場所や
傾向などの情報を、「交通事故発生
情報マップ」として県警ホームペー
ジを介してインターネット上に公開
することで、県民の交通事故に対す
る関心を高めて交通安全意識の向上
を図る。データの更新は、毎月行う
ことで、最新の交通事故発生データ
を配信している。

　平成30年中の「交通事故情報公
開システム」へのアクセス数は約
8,000回で、運用開始当初と比較し
て、アクセス数は確実に増加してお
り、多くの県民に交通事故に対する
関心度を高めることに一定の効果は
認められたことから、交通安全講話
など様々な機会において、同システ
ムの積極利用について広報を行い、
２倍増の16,000回を目指すこと
で、交通安全意識の向上を図る。

目標達成

　アクセス数は目標の２倍以上であ
る約24,000回に増加した。
　交通事故発生状況について広く県
民に広報したことで、交通安全意識
の向上が図られた。

警察本部
交通企画課

整理
番号

新
規

施策（事業）名称 取組概要 指標・目標 目標の達成度 R元年度の取組実績・成果等
部局等名
担当課

1
中小企業制度
資金

　機械設備（ＩＣＴ機器含む）の導
入に必要な資金調達に係る負担を軽
減し、県内中小企業の資金繰りを支
援する。

　中小企業が置かれている金融面で
の不利な状況を緩和するため、事業
資金を提供し、中小企業の経営基盤
の強化を図る。

計画どおり
実施

R1年度融資実績：4,686件
61,552,998千円

商工労働部
経営金融課

2
中小企業機械
貸与事業資金
貸付金

　県内中小企業の経営の向上のため
に必要な機械設備（ＩＣＴ機器含
む）の導入を支援する。

　自己資金調達能力等の低い中小企
業者に対し、機械類を貸与すること
により、生産技術の高度化、経営の
向上等を推進し、県内産業の強化を
図る。

計画どおり
実施

R1年度融資実績：６件
６３，６３８千円

商工労働部
経営金融課

3
専門家活用経
営支援事業

　県内中小企業者等の様々な経営課
題（ＩＣＴ含む）の解決を図るた
め、中小企業支援機関が実施する専
門家派遣事業に要する経費を補助
し、経営強化を支援する。

　専門家を派遣し課題解決に必要な
助言・支援を行う。中小企業支援機
関の取組にも専門家を派遣すること
で、県内中小企業者等の復旧・復興
を促進する。

計画どおり
実施

R元年度派遣実績：
（一般枠）
　１１２回、３８企業
（経営強化・復興枠）
　１０２回、３０企業
（集合研修）
　１２回
８，１９１千円

商工労働部
経営金融課

4
ふくしま産業
復興企業立地
支援事業

　データセンター、コールセンター
等の新増設に係る投下固定資産額の
一部を補助する。

　県内における企業の生産拡大及び
雇用創出を図る。

計画どおり
実施

　ふくしま産業復興企業立地補助金
の募集。第12次（34件の指定）、
第13次（現在募集中）

※データセンター等の該当はなし

商工労働部
企業立地課

5
一
部

先端ＩＣＴ関
連産業集積推
進事業

　ＩＣＴ関連産業の集積に向け、県
内にオフィスを新設するＩＣＴ企業
等に運営費または初期費用を補助す
るとともに、会津大学等と連携した
県内企業との技術開発やＩＣＴ人材
の育成・定着を図る。

・県内に新規立地するＩＣＴ企業：
１２社以上
・ＩＣＴ企業の安定雇用者数：５０
０人以上
・ＩＣＴ企業の地元新卒者採用数：
９人以上
※事業期間３年間の目標

H30～R元
新規立地企
業：１２社
雇用者数：３
５人
新規採用者
数：１７人

R元実績
・新規立地企業：１１社
・雇用者数：２５人
・新規採用者数：１５人
　※ICT企業は黎明期企業が多く雇
用者数の増加は今後の業容拡大状況
に係る。

商工労働部
企業立地課

3　産業振興・地域活性化

5



整理
番号

新
規

施策（事業）名称 取組概要 指標・目標 目標の達成度 R元年度の取組実績・成果等
部局等名
担当課

6
地方拠点強化
推進事業

　企業の本社機能（情報処理部門、
研究開発部門など）の移転又は拡充
に対して税制優遇等の支援を行う。

　地方への本社機能移転又は拡充す
ることにより、地方への新しいひと
の流れをつくることによる地域経済
の活性化
・本社の移転企業　１社
・本社の拡充企業　３社
・本社移転・拡充に係る雇用創出数
２５人

目標達成

　移転可能性のある企業を抽出しア
ンケート調査を実施。それらをふま
え、ヒアリング及び戸別訪問等を
行った。
・移転企業　１社
・拡充企業　３社
・雇用創出数　62人

商工労働部
企業立地課

7
産業活性化プ
ログラム

　ビッグデータを活用して、地域経
済を牽引する地域中核企業と県内企
業との製品開発、人材育成等の活動
を活性化することで、産業活性化と
「しごとづくり」を図る。

　ビッグデータを活用して県内経済
を牽引する地域中核企業を支援する
ことによる産業の活性化
・商談成立件数　１０件

　目標商談成
立件数10件に
対し、５件成
立

　商談会事業及び企業間連携コー
ディネーターによる個別マッチング
の実施により、商談成立に結びつい
たものの、精度やコストなど要求さ
れる条件が厳しくなっている。

商工労働部
企業立地課

8 ○

ものづくり企
業のAI・IoT
活用促進事業

　ものづくり企業のAI・IoT活用に
よる生産性向上や新製品開発を促進
するため、ハイテクプラザに整備し
たAI・IoT実証設備群を活用し、企
業の技術開発や技術習得、実証試験
等を支援する。

　AI・IoT技術移転数：5件 目標達成

　6月、12月、1月及び2月に企業
向けAI・IoT技術習得トレーニング
を16社・団体に対して実施した。
　また、2社に対する技術開発支援
等を実施した。
　AI・IoT技術移転数：18件

商工労働部
産業創出課

9

（再掲）
産学連携ロ
ボット研究開
発支援事業

　ふくしまロボット産業推進協議会
と連動し、大学等とロボット関連県
内企業との連携による共同研究・技
術開発を促進し、ロボット関連産業
の技術力向上と取引拡大を図る。

・会津大学と県内企業との連携によ
るロボット・ソフトウェア技術やク
ラウドロボティクス技術などの共同
研究・開発を支援する。
・福島ロボットテストフィールドに
おいて、「ロボットデータレポジト
リ」を利用した研究開発を支援す
る。

計画どおり
実施

・会津大学と県内企業との共同研究
開発を支援した。
・会津大学が福島ロボットテスト
フィールドに入居し、「ロボット
データレポジトリ」の研究開発を開
始した。

商工労働部
ロボット産
業推進室

10
福が満開福の
しま観光復興
推進事業

　通年の観光誘客を目指し、観光情
報ポータルサイト「ふくしまの旅」
でのＰＲを図るほか、スマートフォ
ンアプリ等を活用した周遊企画等を
行う。

　観光情報ポータルサイト「ふくし
まの旅」のページビュー数について
年間１００万ＰＶを目指す。

目標達成 11,837,400PV
商工労働部
観光交流課

11 〇

アグリふくし
ま革新技術加
速化推進事業

　本県の基幹品目や新たに導入する
作物について大規模化、省力化、安
定生産等に貢献する新技術やＩＣ
Ｔ、高性能機械等を活用したフィー
ルド実証ほを設置し、当該技術の速
やかな普及を図る(平成31年度、実
証ほ23箇所予定。うちICT関連７箇
所)。

・新技術等実証ほ設置箇所数：20
箇所
・新技術等導入面積：486ha

・実証ほ設置
数目標達成

・導入面積目
標486haに

対し、
365ha導入

　計画どおり23カ所の実証ほを設
置して技術の実証と普及活動を実施
した。

農林水産部
農業振興課

12
ふくしまの恵
み安全・安心
推進事業

　産地が主体となって行う農林水産
物の放射性物質検査など安全確保の
取り組みを支援するともに、消費段
階での県産農林水産物の安全性の可
視化と、消費者の信頼向上を図る。
　安全確保と可視化の仕組みである
農林水産物安全管理システムの一環
として、米の全量全袋検査などの検
査結果を産地からオンラインで一元
化し、わかりやすく情報公開してお
り、今後も継続する。

　産地が行う農林水産物の放射性物
質検査の継続と分かりやすい検査結
果の発信による風評払拭。

計画どおり
実施

　産地が行う放射性物質の自主検査
結果について分かりやすく情報発信
を行った。

農林水産部
環境保全農

業課

13
第三者認証
GAP取得等促
進事業

　認証者情報等のシステム管理・運
用とＦＧＡＰ認証ラベルの発行を行
う。

　認証GAP取得件数361件(R2)
計画どおり

実施

　認証GAP取得者情報やイベント
開催について情報発信。
　認証GAP269件取得（R元年度
末）。

農林水産部
環境保全農

業課

14

ふくしまプラ
イド農林水産
物販売力強化
事業（オンラ
インストアに
よる販売促進
業務）

　全国どこでも福島県産に触れる機
会を創出し、多様な流通ルートの確
保につなげることを目的に、ポータ
ルサイトの開設や民間オンラインス
トアと連携した販売促進キャンペー
ンを行う。

　オンラインストアによる売上：
24億円以上

目標達成

　オンラインストアにおいて、販売
促進キャンペーンを実施するととも
に、延べ350事業者、9,902商品
の取り扱いにより、26億円を超え
る売上を達成し、県産品の販売促進
を図ることができた。
　売上：26億2,652万円

農林水産部
農産物流通

課

6
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15

チャレンジふ
くしま農林水
産物販売力強
化事業（みん
なのチカラで
農林水産絆づ
くり事業）
「がんばろう
ふくしま！」
応援店等拡大
事業

　本県産農林水産物等を販売・使用
して県産農林水産物等をＰＲしてく
れる「がんばろう　ふくしま！」応
援店の情報をホームページ上に掲載
する。

　加盟店の増加数：50店舗 目標達成

　目標を上回る応援店の加盟があ
り、応援店情報をホームページ上に
掲載、ＰＲを行った。
　なお、ホームページのページ
ビュー数は前年比1.3倍に増加して
いる。
　加盟店の増加数：９0店舗

農林水産部
農産物流通

課

16
女性活躍応援
ポータルサイ
ト

　福島県における女性の活躍を促進
するため、企業、団体、個人の取組
や各種支援情報等を一元的に集約
し、ポータルサイトで発信する。さ
らに、男性の家事・育児・介護への
参画を促進するため、取組事例等の
情報を発信し、県民の意識の高揚を
図る。

　女性活躍促進にかかる情報及び男
性の家事・育児・介護に関する情報
を発信することで、女性の活躍推進
に取り組む企業等の増加や県民の意
識の高揚を図り、男女がともに活躍
できる環境の整備につなげる。

計画どおり
実施

　女性活躍やワーク・ライフ・バラ
ンスの推進に積極的に取り組んでい
る企業等を８件取材し、随時記事を
掲載した。
　また、新たに男性の家事・育児・
介護への参画に関するページを追加
し、随時情報を掲載した。

生活環境部
男女共生課

17

遊休施設等を
活用した移住
促進受入環境
拡大事業

　定住・二地域居住推進のため、市
町村等が遊休施設等を活用し、移住
希望者等の受入促進を図る事業への
支援を行うとともに、テレワーク施
設など県内受入施設の体験を行うス
タディツアー等を行う。

　遊休施設等整備活用事業補助金に
よる支援件数
・施設整備；７件
・設備整備：２件

目標達成

　本補助金により、遊休施設等を活
用した移住希望者等の「住まい」
「仕事」「交流の場」が確保され
た。
・施設整備：8件
・設備整備：2件

企画調整部
地域振興課

18

（再掲）
携帯電話通話
エリア広域
ネットワーク
化事業

　携帯電話の不通話地域を解消する
ため、携帯電話等の基地局施設（鉄
塔、無線設備等）の整備を実施する
市町村に補助金を交付する。

（現年）3村4地区を整備予定
（繰越）2市町6地区を整備予定

　整備予定10
地区に対し、
5地区整備完
了

・国道１１４号線沿線の帰還困難区
域で、H30年度２地区に加え、新た
に３地区を整備した。
・ほかに原子力被災地域で１地区を
整備。
・R2年度に向け原子力被災地域の
道路案件などを準備。

企画調整部
情報政策課

整理
番号

新
規

施策（事業）名称 取組概要 指標・目標 目標の達成度 R元年度の取組実績・成果等
部局等名
担当課

1
県立学校IT環
境整備事業

　県立学校の教職員用PCの計画的
な更新を行うとともに、ソフトウェ
ア環境の向上を行う。

　H29から３か年計画により、教職
員用PCの更新及び不足分の配備を
行う。
　また、教育庁内の全てのPCで
Microsoft Office Professional等
のソフトウェアを導入する。

計画どおり
実施

　教職員用PCについて、３か年計
画の配備を完了した。また、
Microsoft Office 等の教育機関向
け包括契約を継続することにより、
ソフトウェア環境の向上を図った。

教育庁
教育総務課

2
うつくしま教
育ネットワー
ク事業

　学校におけるインターネットを活
用した情報教育を可能にするととも
に、学校や教育機関での電子メール
の利用、ホームページ編集等を可能
にするために整備した「うつくしま
教育ネットワーク」について、安定
した稼働及び安全・安心な情報通信
環境の整備を進める。

  文部科学省が策定した「教育情報
セキュリティポリシーに関するガイ
ドライン」に準拠するよう、ネット
ワークの分離・仮想化を行う。

計画どおり
実施

　教職員が使用する機微情報を保管
する校務系ネットワークシステムを
インターネットから分離し、かつ校
務系ネットワークに伝送されるファ
イルを無害化処理する環境を整備し
た。また教職員がＷｅｂサイトを閲
覧した際に、仮想コンテナからイ
メージとして端末に届けることでマ
ルウェア感染を防止する環境を整備
した。

教育庁
教育総務課

3 〇

県立学校統合
型校務支援シ
ステム整備事
業

　情報セキュリティの向上、教員が
子どもと向き合う時間の確保、大学
入試改革に伴う調査書の電子化への
対応等の観点から学習成績を含む児
童生徒の個人情報等を一元的に管理
する統合型校務支援システムを導入
する。

　全ての県立学校に統合型校務支援
システムを導入し、全県統一のシス
テムとすることで、強固なセキュリ
ティを確保しつつ、職員の業務負担
軽減を図る。
　2020年度4月からの本稼働を目
指し、2019年度中にシステム構築
を行う

計画どおり
実施

　令和2年度運用開始に向けて、シ
ステムの構築、教職員対象研修会の
実施、運用準備のサポートを行っ
た。

教育庁
教育総務課

4
教育用コン
ピュータ整備
事業

　情報化社会に対応した教育を実施
するため、県立学校の特別教室にコ
ンピュータの整備を進めるとともに
保守を行う。

　契約中のコンピュータのリースを
更新・継続する。

計画どおり
実施

　82校のリース契約を実施した。
教育庁

施設財産室

5
ＩＣＴ機器を
活用した情報
教育推進事業

　ＩＣＴ機器類の環境整備を図り、
教職員の研修研究の充実に資する。

　年次計画によるタブレット端末の
導入を進め、ICT機器類の環境整備
を行う。

計画どおり
実施

　ICTを活用した情報教育を推進す
るため、機器類の環境整備を行っ
た。

教育庁
教育セン

ター

4　教育・ICT人材育成

7
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6
教育センター
研修事業

　授業中にＩＣＴを活用して指導す
る能力の向上や、情報教育に関する
専門内容について研修を行う。

・「わかりやすい授業」「校務処理
の効率化」「情報発信の活性化」
等、教育の情報化推進に取組み、教
職員のICT活用指導力を高める実践
的な研修内容とする。
・新規講座「はじめてのG Suite基
礎講座」を実施し、G Suite　for
Educationの活用を推進する。

計画どおり
実施

　教育の情報化の推進、教職員の
ICTを活用した指導力向上のため、
実践的な研修を実施した。

教育庁
教育セン

ター

7
女性プログラ
マ育成塾事業

　会津大学においてICT専門大学の
知見を活用し、県内IT関連企業等に
就職を希望する県内外の女性に対す
る学習機会の提供、就労支援を行
い、IT企業等の人材確保を図る。

・県内ＩＴ関連企業等への就労者数
　　累計　１５０人

目標達成

　104名に対し、e-ラーニング及び
スクーリングによる学習機会を提
供。企業等説明会を県内4方部で実
施し、受講生26人、企業等のべ17
事業所が参加。Skype（グループビ
デオ）によるジョブマッチングを企
業４社、受講生3名に対して実施。
企業等説明会後に卒塾生との座談会
実施。この事業により、県内受講生
２５名（うち20名は30歳超）が新
規雇用された。
　就労者数累計：164人

総務部
私学・法人

課

9 ○

ＡＩ・ＩｏＴ
活用人材育成
事業

　テクノアカデミーにおいてＡＩ・
ＩｏＴ技術を活用できる人材育成を
行う。
　ものづくり分野ＡＩ・ＩｏＴ技術
アドミニストレーター育成
サービス分野ＡＩ・ＩｏＴ技術アド
ミニストレーター育成

（R1）
・関連科目の学生向け講義実施
・関連技術セミナーの実施
（R2）
・関連科目の学生向け講義実施
・関連技術セミナーの実施
・関連企業との共同での授業展開
・関連企業への学生就職促進

計画どおり
実施

・学生向けでは、関連科目として
438時間の講義を実施。
・サービス分野においては、デジタ
ルコンテンツ公開セミナーを開催
(180名)。ものづくり分野では、
12名がセミナーを受講。

商工労働部
産業人材育

成課

10
県民の情報リ
テラシー向上
支援

　「ふくしまICT利活用推進協議
会」の運営を通じて、本県における
産・学・官が一体となって高度情報
化に関する普及・啓発や調査・研究
活動等を行うことで、県全体の高度
情報化の推進を図り、県民生活の向
上や産業振興などに寄与する。

令和元年度実施予定事業
・情報通信月間特別講演会
・情報リテラシー向上事業
・地域情報化活動助成事業
・ふくしまICT未来フェア2019
（仮称）
・AI・IoT等活用アイディアソン開
催事業

計画どおり
実施

・情報通信月間特別講演
　開催日：6/7
　参加者：54名
・情報リテラシー向上事業
　福島市：10/24、11/14
　只見町：11/11
　川俣町：12/3、12/5
・地域情報化活動助成事業
　助成先：（公益）郡山地域テクノ
ポリス推進機構
　助成先：福島県社会保険労務士会
・ふくしまICT未来フェア2019
　開催日：11/13
　参加者：延べ850名
・AI・IoT等活用アイディアソン開
催事業
　開催日：7/31、9/3
　参加者：延べ77名

企画調整部
情報政策課

・県、県警職員のほか、大学教授、
民間企業及び公的機関の専門家によ
る、サイバーセキュリティリーダー
養成講座を10月から県内３会場で
開催し、延べ108名が受講した。

・ネット詐欺・悪質商法被害、高齢
者のなりすまし詐欺被害の防止広報
のためのWeb動画を２本制作し
YouTubeに公開

・なりすまし詐欺被害防止モデル地
区を指定し（県内28か所）、のぼ
り旗等の掲出、防犯講話等の実施に
より、地区住民を中心とした防犯意
識の向上を図った（防犯講話52
回、街頭広報活動等118回実施）。
　・のぼり旗　 1,400枚
　　（１地区50枚×28地区）
　・ミニ横断幕　 1,400枚
　　（１地区50枚×28地区）
　・立て看板　 　280枚
　　（１地区10枚×28地区）
　・告知用チラシ14,000枚
　　（１地区500枚×28地区）
　を制作し、なりすまし詐欺被害防
止対策を実施

警察本部
生活環境課
生活安全企

画課

8

県民の安全・
安心を守る
ネットワーク
構築事業

  サイバー犯罪、なりすまし詐欺被
害から県民を守るため、「サイバー
セキュリティリーダー」を養成する
講座の開催や分かりやすいWeb動画
の制作及び「なりすまし詐欺被害防
止モデル地区」を各署管内に設定す
るなど、各地、各機関への見守り
ネットワークの構築や様々な媒体、
手段を活用した県民の被害防止意識
の向上を図る。

  サイバーセキュリティリーダー養
成講座は、県内の企業等から300名
の受講を目標に会津大学等と連携し
て開催し、効果的な活動を行うリー
ダーを養成する。Web動画は、著名
なユーチューバーと連携してサイ
バー犯罪被害防止のためのアニメー
ションを２本制作する。さらになり
すまし詐欺被害防止モデル地区につ
いては、各署・分庁舎管内の高齢者
が多い地区を指定し、各種対策を通
じて地区内におけるなりすまし詐欺
被害ゼロを目指す。

計画どおり
実施

8



整理
番号

新
規

施策（事業）名称 取組概要 指標・目標 目標の達成度 R元年度の取組実績・成果等
部局等名
担当課

1
建設業管理シ
ステム運営事
業

　各入札執行権者が建設工事・測量
等に係る入札事務を行う際、建設業
管理システムを使用することで、指
名業者の選択や関係書類の作成、入
札案件の進行管理等を適切かつ効率
的に行うことができるようにする。

　システムを使用して建設工事・測
量等に関する入札参加有資格者の名
簿管理及び入札事務に係る関係書類
の作成等を行うことにより、業者情
報管理及び入札事務の執行の効率化
を図る。

計画どおり
実施

　システムを使用して建設工事・測
量等に関する入札参加有資格者の名
簿管理及び入札事務に係る関係書類
の作成等を行うことにより、業者情
報管理及び入札事務の執行の効率化
が図られた。

総務部
入札監理課

2
電子入札シス
テム運営事業

　電子入札を拡充することにより、
公共工事の談合を未然に防ぐ効果を
得るとともに、インターネットを利
用することで応札者が職場に居なが
ら入札手続を行えるようにする等、
企業の負担軽減と利便性の向上を図
る。

　農林水産部、土木部、企業局、警
察本部の発注する工事及び委託につ
いては、全件電子入札を実施する。

　目標全件に
対し、95％を
電子入札で実

施

　農林水産部、土木部及び警察本部
発注の工事及び委託については、
3,051件、出納局の物品購入につい
ては72件の電子入札を実施し、企
業の負担軽減と利便性の向上が図ら
れた。
　全3,367件中、3,123件
（95%）を電子入札で実施。

総務部
入札監理課

3
電子閲覧シス
テム運営事業

　電子閲覧を拡充することにより、
公共工事の談合を未然に防ぐ効果を
得るとともに、入札参加者が職場に
居ながらインターネット上で設計図
書等を閲覧できるようにする等、企
業の負担軽減と利便性の向上を図
る。

　農林水産部、土木部、企業局、警
察本部の発注する工事及び委託につ
いては、全件電子閲覧を実施する。

　目標全件に
対し、90％を
電子閲覧で実

施

　農林水産部、土木部及び警察本部
の工事及び工事に係る測量等業務委
託について、3,025件の電子閲覧を
実施し、企業の負担軽減と利便性の
向上が図られた。
　全3,367件中、3,025件
（90%）を電子閲覧で実施。

総務部
入札監理課

4

物品に関する
電子入札シス
テムの活用推
進

　電子入札利用者登録を推進する。
　競争性を確保しながら電子入札品
目及び電子入札案件を拡大する。

　受注者の環境整備
　電子入札の実施件数：100件

　目標１００
件に対し、７
２件実施

　機会を捉えて、電子入札利用登録
の推進に努めた。
・登録者数：９６者
（令和２年３月３１日現在）
・電子入札件数：７２件

出納局
入札用度課

5
申請・届出オ
ンライン化事
業

　県民や企業の利便性を向上させる
ため、県と市町村の行政手続きのオ
ンライン化を推進する。

　県と7市村（1村はH31.4から参
加）で共同運用している第9期シス
テム（運用期間：H31.1～
R3.12）を安定的に稼働するととも
に、参加団体が構成員となる運営協
議会において次期システムの検討を
行う。

計画どおり
実施

・参加団体が構成員となる運営協議
会で、次期システムについて検討・
協議した。
・簡易申請システム（第９期システ
ム）について、継続して安定的な運
用を行った。
・参加団体は県及び福島市、会津若
松市、郡山市、いわき市、須賀川
市、二本松市、湯川村の８団体。

企画調整部
情報政策課

6

総合行政ネッ
トワーク事業
（公的個人認
証サービス事
業）

　インターネットを利用した本人確
認の手段である公的個人認証サービ
ス事業を実施する地方公共団体情報
システム機構に対し、運営経費の負
担を行う。

　公的個人認証サービス事業を実施
する地方公共団体情報システム機構
に対し、運営経費の負担を行う。

計画どおり
実施

・全市町村について内部監査を、白
河市について実地監査を実施した。
・地方公共団体情報システム機構に
対し、運営経費を負担した。

企画調整部
情報政策課

7

総合行政ネッ
トワーク事業
（社会保障･税
番号制度関連
事業)

　社会保障・税番号（マイナン
バー）を利用する事務について、他
団体との情報連携を行うため、中間
サーバーの設置運営等の委任及び統
合宛名システムの運用管理を行う。
また、マイナンバーを含む特定個人
情報の適正な取扱いを確保するた
め、特定個人情報保護評価（全項目
評価）の第三者点検を実施する。さ
らに、マイナンバーカードの普及促
進に取り組む。

・統合宛名システムの保守運用
・中間サーバプラットフォームの設
置運営等の委任
・特定個人情報保護評価の全項目評
価の際に必要な第三者点検の実施
・マイナンバーカードの普及促進の
ため、市町村説明会及びマイキープ
ラットフォーム実証事業の実施

計画どおり
実施

・統合宛名システムの保守運用管理
を委託し実施した。
・地方公共団体情報システム機構へ
中間サーバプラットフォームへの構
築経費を負担した。
・特定個人情報保護評価の全項目評
価の際に必要な第三者点検を行う準
備を実施した。
・マイナンバーカード普及のための
市町村説明会を開催し、他県市町村
における先進事例の紹介を行った。

企画調整部
情報政策課

8
オープンデー
タ推進事業

　県民や企業のデータに対するニー
ズを検討しつつ、県の公開するデー
タの充実と内容の更新を図り、公開
方法の改善を検討する。市町村の
オープンデータの推進を支援する。

・県公開データ件数　150件
・市町村対応数　20市町村

・県公開デー
タ目標150件
に対し、117
件
・市町村対応
数　目標20に
対し、１０

　１２月にオープンデータ伝道師を
招き、市町村職員を対象とした「初
めてのオープンデータセミナー」を
開催した。また、市町村に対して継
続的に働きかけることで、オープン
データ取組市町村が平成３０年時点
の５から１０へと増加した。

企画調整部
情報政策課

5　電子自治体

9
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担当課

9

（再掲）
県民の情報リ
テラシー向上
支援

　「ふくしまICT利活用推進協議
会」の運営を通じて、本県における
産・学・官が一体となって高度情報
化に関する普及・啓発や調査・研究
活動等を行うことで、県全体の高度
情報化の推進を図り、県民生活の向
上や産業振興などに寄与する。

令和元年度実施予定事業
・情報通信月間特別講演会
・情報リテラシー向上事業
・地域情報化活動助成事業
・ふくしまICT未来フェア2019
（仮称）
・AI・IoT等活用アイディアソン開
催事業

計画どおり
実施

・情報通信月間特別講演
　開催日：6/7
　参加者：54名
・情報リテラシー向上事業
　福島市：10/24、11/14
　只見町：11/11
　川俣町：12/3、12/5
・地域情報化活動助成事業
　助成先：公益財団法人
　　　　　郡山地域テクノポリス推
進機構
　助成先：福島県社会保険労務士会
・ふくしまICT未来フェア2019
　開催日：11/13
　参加者：延べ850名
・AI・IoT等活用アイディアソン開
催事業
　開催日：7/31、9/3
　参加者：39名、38名

企画調整部
情報政策課

10
家屋評価支援
システム導入
事業

地方税制に基づく不動産取得税賦課
(県評価分)に係る固定資産評価額の
算出について、家屋評価事務の支援
を行う。

　家屋評価事務は専門性の高い業務
であり、また、納税者の意識の高ま
りから、より明確な説明責任が求め
られている。家屋評価支援システム
の導入により、正確で効率的な家屋
評価事務を遂行する。

計画どおり
実施

　引き続きシステムによる家屋評価
事務の支援を行った。
　H31年度の評価棟数は約650
棟。

総務部
税務課

11
税務システム
改修事業

　税制改正による自動車税環境性能
割の導入に対応するため、税務シス
テムを改修する。

　消費増税延期に合わせて導入が延
期されていた自動車税環境性能割が
2019年10月1日から導入されるた
め、必要な改修を行う。

計画どおり
実施

　特に大きく制度改正のあった部分
も支障なく運用している。

総務部
税務システ

ム課

12 ○
税務システム
改修事業

　税制改正による自動車税の恒久減
税に対応するため、税務システムを
改修する。

　2019年10月1日以後に新車新規
登録を受けた自家用乗用車の自動車
税の税率が引き下げられるため、必
要な改修を行う。

計画どおり
実施

　10月登録分以降も支障なく運用
している。

総務部
税務システ

ム課

13 ○
業務改革推進
事業

　ＲＰＡを試行的に導入し、定型的
業務の効率化や総実勤務時間の短縮
等の効果を検証する。

　ＲＰＡと本県業務との適合性を広
く確認できるよう対象業務を選定
し、試行導入及び効果検証を行う。

計画どおり
実施

・庁内79業務の中から、より高い
効果が見込まれる５業務（税務、統
計調査等）を選定し、RPAの試行導
入及び効果検証を実施。
・業務処理時間の削減効果（５業務
合計：▲6,647時間、削減率▲
83％）

総務部
行政経営課

14
庶務システム
運用事業

　職員の勤怠管理を庶務システムで
管理するとともに、職員が申請した
給与、旅費にかかるデータを集中処
理機関に集約し、当該機関で一括処
理することにより、業務の効率化を
図る。

　システムの安定稼働及び効率的運
用に努め、庶務業務集中処理のより
一層の効率化を図る。

計画どおり
実施

　システムの安定稼働及び効率的運
用に努め、庶務業務集中処理のより
一層の効率化を図った。

総務部
職員業務課

15 ○
文書管理シス
テム構築事業

　現システムの運用委託契約を延長
し、次期システムの機能検討を行
う。

　次期文書管理システムの構築・運
用契約に係る詳細な仕様書を作成す
る。

計画どおり
実施

　現システムの運用について、
R2.12月まで延長する契約を締結し
た。
　また、次期システムの詳細仕様書
を作成し、システムの機能や運用方
法について検討した。

総務部
文書法務課

16

住民基本台帳
ネットワーク
システム管理
運営事業

　住民基本台帳法に基づき構築した
住民基本台帳ネットワークシステム
の管理運営を行う。

　各種申請等手続きにおける住民票
の写しの添付省略など、本人情報確
認に係る業務の効率化や住民の利便
性向上を図る。

計画どおり
実施

　令和元年度は、本人確認情報が約
4万件検索され、業務の効率化や住
民の利便性向上につながった。

総務部
市町村行政

課

17 ○

投開票速報シ
ステムの構
築・運用

　各市町村選管からの報告をイン
ターネットのWebシステムを利用し
て集約集計すること等により、業務
の効率化を図る。

　従来は市町村選管からＦＡＸによ
り報告を受けてから、審査・入力等
の作業があったため発表までに時間
を要していた。システムの導入によ
り県選管での入力作業が基本不要と
なるため、市町村選管からの報告を
より速やかに報道機関や一般の方に
情報提供する。

計画どおり
実施

　7月の参議院議員通常選挙及び11
月の県議会議員一般選挙の際に利用
した。
　投開票に係る人員の削減につな
がった。

選挙管理委
員会事務局

10
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18 ○

AI・IoT等活
用アイディア
ソン開催事業

　AIやIoT等最新のICTに関するアイ
ディアソンを開催し、県や市町村の
課題解決、職員の能力向上、様々な
主体との連携強化等を図る。

・アイディアソン開催　２回
・勉強会開催　３回

・アイディア
ソン開催目標
達成
・勉強会開催
目標３回に対
し、２回実施

　７月と９月にアイディアソン及び
勉強会を開催した。それぞれ県・市
町村・企業等から40名程度が参加
し、地域や行政が抱える課題の探索
や解決策のアイディアについて活発
な議論が行われた。
　また、１１月のふくしまICT未来
フェア内において講演の一部として
成果発表を実施した。

企画調整部
情報政策課

19
農林土木積算
システムの運
用

　農林土木事業(農業農村整備事
業、森林整備保全事業)の工事価格
等の積算を迅速に行うための処理シ
ステムを運用する。

　年間を通してシステムの保守・運
用を実施し、データの適正な管理に
努める。

計画どおり
実施

　年間を通してシステムの保守・運
用を実施し、データの適正な管理に
努めた。

農林水産部
農林技術課

20
農林土木事業
管理システム
の運用

　農林土木事業の円滑な執行・管理
を行うための事務処理システムを運
用する。

　年間を通してシステムの保守・運
用を実施し、データの適正な管理に
努める。

計画どおり
実施

　年間を通してシステムの保守・運
用を実施し、データの適正な管理に
努めた。

農林水産部
農林技術課

21

森林環境適正
管理事業（森
林情報(ＧＩ
Ｓ)活用推進事
業）

　森林情報の共有化や業務の効率化
を図るため、森林情報を電子データ
化した各種図面上で管理することを
可能にしたふくしま森林クラウドの
導入を図るとともに、県民向けの森
林情報発信を行う。

　県民向け森林情報地図サイト「ふ
くしま森まっぷ」のアクセス件数
500,000件

目標達成
　県民向け森林情報地図サイト「ふ
くしま森まっぷ」アクセス件数
1,270,597件（令和元年度実績）

農林水産部
森林計画課

22

地域森林計画
編成事業
（福島県森林
簿データベー
スシステム保
守業務）

　森林簿情報を適正に管理し、森林
簿データベースシステムの安定的な
運用を行う。

　年間を通じて、福島県森林DBS
サーバー及びアプリケーションの保
守、運用を実施していく。個人情報
を含むデータについても、適正な管
理に努める。

計画どおり
実施

　年間を通じて、個人情報を含む森
林簿情報を適正に管理し、森林簿
データベースシステムの保守・運用
を行った。

農林水産部
森林計画課

23
設計積算シス
テム維持管理
事業

　土木工事等の設計価格を適正かつ
迅速に算出するためのシステムであ
り、クラウドシステムサービスの利
用、システムの保守及び積算基準や
単価等の改正作業を行う。

　工事等の発注に支障を来さぬよう
適切なシステム維持管理を行うとと
もに、改正基準や単価改正のシステ
ム反映を迅速かつ適切に実施する。

計画どおり
実施

　設計積算システムの適正な保守管
理・運用を行った。また、基準改正
等にあわせ設計積算システムに登録
されている施工単価及び基礎単価を
改正を行った。
・施工単価コード改正：８８７件
・基礎単価コード改正：４１，０９
３件

土木部
技術管理課

24
事業執行管理
システム維持
管理事業

　土木部事業（工事等）の事務手続
き及びH29年度に導入された新公会
計制度を支援するシステムであり、
システムの適正な維持管理を行い、
運用中に生じる制度との乖離や不具
合等の課題について利用者からの意
見・要望を踏まえ改修し、事務効率
化を推進する。

　土木部予算の執行に関わる事務と
H29年度に導入された新公会計制度
の事務に支障を来さぬよう適切にシ
ステム維持管理を行うとともに、
ユーザーからの要望等を踏まえたシ
ステム改修を行っていく。

計画どおり
実施

　システム維持管理を適切に行うと
ともに、ユーザーからの要望等を踏
まえたシステム改修を２６件実施
し、円滑な事業執行・事業効率に努
めた。

土木部
土木企画課

25
企業会計シス
テム整備事業

　令和2年度から流域下水道事業の
公営企業会計導入に伴い、複式簿記
による会計処理や財務諸表の作成、
固定資産の登録・減価償却を行うた
めの企業会計システムを整備し、施
設の効率的な管理を推進する。

・公営企業会計導入に伴う事務処理
に支障を来さぬよう適切な維持管理
を行う。
・令和元年度は、職員の操作研修や
インターネットバンキングの構築も
合わせて行い、令和2年度本格運用
に向け準備を進める。

計画どおり
実施

　システムを運用したことにより、
資産管理と予算管理を効率的に実施
できるようになった。
　平成31（令和元）年度に予定通
り、職員の操作研修やインターネッ
トバンキングの構築を行った。

土木部
下水道課

26
県立図書館情
報ネットワー
ク推進事業

　県立図書館の業務の迅速化・効率
化を図るとともに、各市町村立図書
館の支援のため、県立図書館内及び
各市町村立図書館等との情報ネット
ワーク化を推進する。

　図書館利用者に対する貸出・返却
等のサービスを迅速に実施するほ
か、図書館所蔵の資料情報を正確か
つ効率的に管理する。
　また、情報ネットワークシステム
を通じて県内市町村立図書館へ図書
館関連の情報提供を行う。

計画どおり
実施

・システムによる貸出冊数
158,364冊
・Webによる蔵書検索アクセス数
786,099件

教育庁
図書館

27
博物館IT化事
業

　博物館の収蔵資料のデータベース
化を進め、博物館資料に関する情報
をいつでも利用できる環境を整備す
る。

　収蔵資料の登録件数と資料情報の
外部公開件数の増加を目指す。資料
情報の外部公開について、当面試験
公開の形態を取り、毎年度公開件数
を増加させる。

計画どおり
実施

　令和元年度資料登録件数839件、
外部公開件数2054件

教育庁
博物館
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28
財務会計シス
テムの機能改
善改修

　適正な会計事務処理の支援に向
け、財務会計システムでの機能改善
改修を実施する。

　機能改善改修の実施に加え、財務
規則改正に対応するための改修等を
実施し、効率的な会計事務処理と適
正なシステム稼働を確保する。

計画どおり
実施

　会計年度任用職員制度導入に対応
するための機能改善改修を実施し
た。

出納局
出納総務課

29
企業局財務会
計システム運
用事業

　平成２６年度に地方公営企業会計
制度等が見直しされたことに伴い構
築した、「企業局財務会計システ
ム」を運用する。

　地方公営企業会計制度に対応した
会計処理を適正に行うため、本シス
テムを運用し、業務の適正化、効率
化を図る。

計画どおり
実施

　本システムの運用により、財務事
務（予算、収入、支出、決算）の適
正化、効率化が図れた。

企業局
経営・販売

課

30
県立病院財務
会計システム
運用事業

　迅速かつ的確な経理処理等を行う
ため、「県立病院財務会計システ
ム」を運用する。

　病院事業会計に係る経理処理を迅
速かつ的確に行う。

計画どおり
実施

　システムを運用することにより、
適正な会計処理につなげるととも
に、業務の適正化、効率化を図っ
た。

病院局
病院経営課

31
インターネッ
ト広報事業

　県議会ホームページにより、県議
会本会議等の生中継及び録画中継を
行うとともに、会議録、県議会に関
する各種情報・データ等についての
情報提供を行う。

　提供する情報の正確性と速報性に
留意するとともに、わかりやすい情
報提供に努める。

計画どおり
実施

　情報の正確性や速報性に留意しな
がら、定例会や改選時のデータにつ
いてもスムーズに更新し、適切な情
報提供を行うことができた。

議会事務局
議事課

32
会議録検索シ
ステムの構築

　インターネット配信会社による議
会本会議等のデータ加工及び会議録
検索ソフトによる配信業務等の委託
を行い、広く県民や関係機関、議員
等への情報提供を行う。

　データの更新の迅速化など、引き
続き適正な管理に努める。

計画どおり
実施

　定例会の内容について、迅速な提
供を行った。

議会事務局
政務調査課

33 ○
議会中継シス
テムの構築

　機器の老朽化・陳腐化が進み、保
守管理を行うことが困難となる議会
中継システムの更新を行う。

　県民に対して県議会の取組みにつ
いて迅速かつ正確に伝達し、福島県
議会基本条例第１６条第１項に掲げ
る「県民に開かれた議会」を実現す
る。

計画どおり
実施

　令和元年9月に業者と債務負担行
為によるリース契約を締結し、12
月定例会から鮮明なデジタル画像に
よるインターネット中継を実現し
た。令和2年には中継画面に手話通
訳映像を挿入予定である。

議会事務局
議事課

34

情報通信基盤
運営事業（県
情報通信ネッ
トワークシス
テム運用管理
事業）

　県の情報通信基盤である県情報通
信ネットワークシステムの保守運用
管理やネットワーク機器の更新、セ
キュリティ対策、LAN工事、職員が
使用するパソコンの整備等を行う。

・県の各機関を結ぶネットワーク回
線を確保するための回線借上
・基幹機器を耐震強度等の高い民間
データセンタに設置するためのハウ
ジング委託
・ネットワークシステムの機器保
守、機能監視、ウィルス対策等のた
めの保守運用管理委託、サーバー基
盤及びグループウェアの更新
・Windows10への端末更新
・不要となったパソコンの処分

計画どおり
実施

・各機関を結ぶネットワーク回線を
借り上げ実施。
・民間データセンタを継続してハウ
ジング委託。
・サーバ基盤の老朽化にともなう更
新を実施。
・グループウェアの更新を契約。6
月上旬に次期システムへ切替予定。
・Windows10への更新完了。
・H30年度に更新した分の不要パソ
コンのデータ消去（HDD破壊）及
び本体の売り払いを実施。

企画調整部
情報政策課

35

総合行政ネッ
トワーク事業
（総合行政
ネットワーク
関連事業）

　地方公共団体間及び国の各省庁間
を相互に接続する広域的でセキュリ
ティの高い行政専用のネットワーク
である「総合行政ネットワーク
(LGWAN)」を活用し、国や他の自
治体間における情報共有を推進する
とともに、LGWAN-ASPによるア
プリケーションの共同利用等による
行政事務の効率化や重複投資の抑制
を図る。

　国や地方公共団体と高度な安全性
の下で情報交換や共有を行うととも
に、県内市町村に対し、LGWAN運
用のための連絡調整を行う。

計画どおり
実施

・県内市町村に対し、運営のための
連絡調整を行った。
・地方公共団体情報システム機構に
対し、運営経費を負担した。

企画調整部
情報政策課

36

自治体情報セ
キュリティク
ラウド運用事
業

　県と市町村が協力して「自治体情
報セキュリティクラウド」を運用
し、高度な情報セキュリティ対策を
講じる。

・県及び各市町村が共同してイン
ターネットの接続口を集約し、監視
及びログ分析・解析など高度なセ
キュリティ対策を実施する。
・自治体情報セキュリティクラウド
を適正に運営するため、運営協議会
の運営及び市町村担当者を対象とし
た研修会を実施する。

計画どおり
実施

・年間を通じて委託事業者による監
視及びログ分析・解析を実施した。
・5月及び10月に運営協議会及び研
修会を開催した。

企画調整部
情報政策課

37
自治体クラウ
ド推進支援事
業

　災害に強い自治体システムを構築
するため、自治体クラウドの普及啓
発と、自治体クラウドの導入検討に
県の支援を求める市町村への支援を
行う。

　自治体クラウド研修会を開催し、
先進事例の講演及び意見交換を行
う。
　クラウド化を検討する市町村が、
県の支援を求める場合にアドバイス
や講師派遣などの支援を行う。

計画どおり
実施

　市町村向けアドバイザー派遣事業
の一環として自治体業務システムに
ついてのヒアリングを実施した。

企画調整部
情報政策課

12


	空白ページ

